
経 済 産 業 省 
 

 

２０２２０４１９貿局第１号 

輸出注意事項２０２２第１７号 

経済産業省貿易経済協力局 

 
 

 
「漁船の輸出承認について」（平成３０年６月１１日付け輸出注意事項３０第１５

号）の一部を改正する規程を次のとおり制定する。 
 

令和４年４月２８日 
 
 
 
 

経済産業省貿易経済協力局長 飯田 陽一 
 
 
 
 
 

「漁船の輸出承認について」の一部改正について 
 
 
「漁船の輸出承認について」（平成３０年６月１１日付け輸出注意事項３０第１５

号）の一部を別紙の新旧対照表のとおり改正する。 

 
 

附 則 
この規程は令和４年５月１日から施行する。 

 
 
 

 



（別紙） 
「漁船の輸出承認について」の一部を改正する規程新旧対照表（傍線部分は改正部分） 
○漁船の輸出承認について（平成３０年６月１１日付け輸出注意事項３０第１５号） 

改 正 後 現 行 
１～３ （略） 
 
４ 輸出の承認 

輸出の承認は、当該申請が上記３に従って行われたものであることを確認し、

国際漁業協定等に基づく漁業権秩序維持、漁業資源の保護等を総合的に勘案の

上、行うものとする。 

なお、輸出承認に際して、次の条件を付すものとする。 

（１） （略） 

（２）洋上売船の契約に基づく場合 

「当該輸出承認に係る船舶を引渡したときは、１か月以内に引渡し議定書の

写し、抹消済船舶原簿謄本の写し及び一般財団法人日本海事協会又は一般社団

法人日本海事検定協会の当該船舶に係る立会確認報告書の写しを貿易経済協

力局貿易管理部貿易審査課に提出すること。」 

 

１～３ （略） 
 
４ 輸出の承認 

輸出の承認は、当該申請が上記３に従って行われたものであることを確認し、

国際漁業協定等に基づく漁業権秩序維持、漁業資源の保護等を総合的に勘案の

上、行うものとする。 

なお、輸出承認に際して、次の条件を付すものとする。 

（１）（略） 

（２）洋上売船の契約に基づく場合 

「当該輸出承認に係る船舶を引渡したときは、１ヶ月以内に引渡し議定書、

抹消済船舶原簿謄本及び(財)日本海事協会又は(社)日本海事検定協会の当該

船舶に係る立会確認報告書を貿易経済協力局貿易管理部貿易審査課に提出す

ること。」 

 
５（略） 
（以下略） 

５（略） 
（以下略） 

 


